
１　一般会計

(1) 収支決算の状況

　　平成30年度の決算額は、歳入総額 212億7362万円（対前年度比5.9％増）に対し、歳出総

　額 204億3,692万円（対前年度比8.9％増）で、実質収支は4億4,057万円の黒字となりました。

　　地域優良賃貸住宅・小中学校空調設備整備事業費などの増により、歳出決算額が前年度に

　比べ、16億6,683万円増額となっています。

※ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度に繰り越すべき財源

(2) 歳入決算の状況

　歳入のうち、市税は、市民税が増額となったものの、固定資産税が減額となったことなどに

　利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金は、県税収入の減に伴い、前年度に

比べ減額、地方消費税交付金は、前年度に比べ7.9％、5,763万円の増となりました。

　地方交付税は、3.5％、額にして1億3,221万円の減額となっています。普通交付税は、主に

基準財政収入額において、平成29年度法人市民税の収入増に伴い、平成30年度法人市民税の推

計値が増額となったことなどにより、1億9,109万円の減額。特別交付税は、1,441万円の増。

震災復興特別交付税は、復興交付金事業費の増に伴う地方負担分の増などにより、9,452万円

の増額となりました。

　国庫支出金は、磯原地区公園、芸術活動拠点施設整備事業及び歴史民俗資料館増築事業に

伴う国庫補助金等が減となったため、16％、額にして4億7,580万円の減となりました。

　県支出金は、磯原地区公園整備事業に伴う県補助金が減となったことなどにより、8.9％、

1億1,004万円の減。

　寄附金は、ふるさと応援寄附金の増により、1億1,859万円の増額。

　繰入金は、財政調整基金繰入金、都市整備事業基金繰入金、東日本大震災復興交付金基金繰

入金などが増となったため、全体で18億4,560万円の増額となりました。

　市債は、地域優良賃貸住宅及び清掃センター施設整備費に係る地方債を発行しましたが、生

涯学習センター、磯原地区公園整備事業等に係る地方債が減となったため、6.8％、1億4,234

万円の減となりました。
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より0.1％、額にして335万円の減となり、59億5,697万円となっています。
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(3) 歳出決算の状況【目的別】

　　総務費は、国県支出金等精算返還金の増などにより、3億3,478万円の増額。

　　民生費は、私立認定子ども園施設型給付費、生活保護費、障害者自立支援事業などの増に

　より、1億7,868万円の増額となりました。

　　衛生費は、清掃センター施設整備事業の増などにより、3億2,645万円の増額。

　　農林水産業費は、水産業共同利用施設復興整備事業の増などにより、12億4,638万円の増。

　　商工費は、観光資源調査委託料の増などにより、1,281万円の増額となりました。

　　土木費は、石岡地域優良賃貸住宅整備事業は増となりましたが、磯原地区公園整備事業の
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　減により、4億3,518万円の減額。

　　消防費は、消防団詰所統廃合事業の増等により、4,161万円の増額。

　　教育費は、小中学校空調設備整備事業、多目的屋内スポーツ施設整備事業は増となりまし

　たが、生涯学習センター整備事業、芸術活動拠点施設整備事業等の減により、3億28万円の

　減額となっています。

　　公債費は、臨時財政対策債、消防庁舎、関本中学校区小・中一貫校建設事業債に係る地方

　債償還金の増などにより、1億1,428万円の増額。

　　諸支出金は、基金費において、財政調整基金、ふるさと応援基金への積立金の増などによ

　り、1億5,668万円の増額となりました。

(4) 歳出決算の状況【性質別】

　　扶助費は、臨時福祉給付金は減となりましたが、私立認定子ども園施設型給付費、生活保

　護費などが増となったため、2.6％、額にして9,207万円の増となりました。

　　公債費は、7.0％、1億1,428万円の増。

　　義務的経費全体では、1.5％、1億2,195万円の増となりました。

　　物件費は、ふるさと納税関係経費、磯原子育て支援住宅借上料等の増により、1億5,923万

　円の増額。

　　維持補修費は、施設修理用消耗品の増などにより、7,727万円の増額。

　　補助費等は、県派遣職員人件費負担金等は減となりましたが、東日本大震災復興交付金基

　金返還金や上水道事業費補助金の増などにより、4億947万円の増額となりました。
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　　積立金は、財政調整基金、ふるさと応援基金積立金等の増で、1億5,668万円の増額となっ

　ています。

　　普通建設事業費は、磯原地区公園整備事業、生涯学習センター整備事業、関南小学校校舎

　建設事業などは減となりましたが、水産業共同利用施設復興整備事業補助金、石岡地域優良

　賃貸住宅事業等が増となったため、6億5,774万円増額となりました。

　　繰出金は、国民健康保険事業等への繰出しで、9,507万円の増額となっています。
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(5) 市債現在高

　　平成29年度末現在の一般会計の市債現在高は、215億1,841万円です。

　　前年度末現在高（211億9,091万円）と比べ、約3億2,750万円（1.5％増）の増となりました。

　石岡地域優良賃貸住宅整備事業、清掃センター施設整備事業等に係る地方債、臨時財政対策債

　等の発行による増です。
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(6) 基金現在高

　　財政調整基金は、清掃センター建設事業、小中学校空調設備整備事業、国体推進事業など

　を実施したため、多額の一般財源を要したことから取崩しを行った。今後については、経済

　状況等の変化に対応できるよう基金を管理するとともに、取り組むべき事業の財源として活

　用します。

　　減債基金については、今年度は基金積立金の利子分について積立を行った。今後は、市債

　の償還が増額傾向にあることから、公債費抑制のため活用します。

　　その他特定目的基金については、積み立てるべき原資が収入された場合等に積立し、その

　後、基金を活用すべき事業を実施する際の財源として活用します。
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(7) 主な財政指標（普通会計）

　財政力指数

　経常収支比率　（％）

　公債費負担比率（％）

　実質公債費比率（％）

　将来負担比率　（％）

※財政力指数………基準財政需要額（地方公共団体が妥当かつ合理的な平均水準で行政運営を

　　　　　　　　　行った場合に要する財政需要を示す額）に対する基準財政収入額（標準的

　　　　　　　　　に収入しうると考えられる地方税等）の割合で、１に近いほど財源に余裕

　　　　　　　　　があるとされ、１を超える団体は、普通交付税の不交付団体となります。

　　　　　　　　　過去３カ年の平均値です。

※経常収支比率……財政の弾力性を表わす指標で、人件費、扶助費、公債費などの義務的な経

　　　　　　　　　常経費に、市税、地方交付税などの経常的な一般財源がどの程度充てられ

　　　　　　　　　ているかで算出されます。

　　　　　　　　　この比率が低いほど、財政構造に弾力性があることになります。

※公債費負担比率…一般財源総額に占める、公債費（地方債の元利償還金）に充当された一般

　　　　　　　　　財源の割合を示す比率であり、高いほど財政運営の硬直性の高まりを示し

　　　　　　　　　ます。

※実質公債費比率…一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模（地方交付税算定上の

　　　　　　　　　一般財源の総額）に対する比率です。［普通会計ばかりでなく、公営事

　　　　　　　　　業会計、一部事務組合分も含みます。過去３カ年の平均値です。］

※将来負担比率……一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合。
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